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自主規制機関について 

 日本証券業協会 第二種金融商品取引業協会 

位置づけ 金融商品取引法第67条に定める認可

金融商品取引業協会 

金融商品取引法第 78 条に定める 

認定金融商品取引業協会 

目的 協会員の行う有価証券の売買その他

の取引等を公正かつ円滑ならしめ、金

融商品取引業の健全な発展を図り、も

って投資者の保護に資すること 

第二種金融商品取引業を公正かつ

円滑にし、並びに第二種金融商品取

引業の健全な発展及び投資者の保

護に資すること 

設立年月日 昭和 48年 7月 平成 22 年 11 月 1 日 

（平成 23 年 6月 30 日認定） 

会員社数 260 社（金融商品取引業者） 

213 機関（登録金融機関） 

（いずれも 25 年 9月現在） 

33 社（25 年 7月末現在） 

役職員数 345 名 

（25 年 9 月現在。理事・監事を含まな

い。） 

5 名 

（25 年 9 月現在。理事・監事を含まな

い。） 

主な業務 自主規制ルールの制定・実施 

監査及びモニタリング調査の実施 

自主制裁の発動 

会員に対する教育研修の実施 

反社会的勢力の排除に関する支援 

公社債市場の整備・拡充 

グリーンシート銘柄に関する制度整備 

自主規制ルールの制定・実施 

自己点検報告書制度の実施 

会員に対する教育研修の実施 

反社会的勢力の排除に関する支援 

主要会議体 

事務局体制 

総会 

理事会 

証券戦略会議 

自主規制会議 

総務委員会 

行動規範委員会 

金融・証券教育支援委員会 

（事務局） 

管理本部 

政策本部 

会員本部 

金融・証券教育支援本部 

国際本部 

（自主規制会議事務局） 

自主規制本部 

規律本部 

監査本部 

総会 

理事会 

政策委員会 

規律委員会 

（事務局） 
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ファンド販売業者に対する検査結果について(抜粋)
　　平成22年10月19日　証券取引等監視委員会
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1933 年証券法・ＳＥＣ規制（仮訳） 

§230.504 百万ドルを超えない証券の限定的な募集及び売付けに係る適用除外 

(a) 適用除外。 §230.504 第(b)項の条件を満たす証券の募集及び売付けであって、

次のいずれにもに該当しない発行者によってなされるものについては、法第 3 条第

(b)項に基づき、法第 5条は適用しない。 

(1) 取引所法第 13 条又は第 15 条第(d)項の報告義務が課される者 

(2) 投資会社 

(3) 発展段階の会社であって、特定の事業計画や事業目的を持たないもの又は当該

会社の事業計画が不特定の会社その他の者を合併または買収するものであること

を示したもの 

(b) 条件― 

(1) 一般的条件。§230.504 に基づく適用除外に該当するためには、募集及び売付

けは§230.501 並びに§230.502 第(a)項、第(c)項及び第(d)項の条件を満たさなけ

ればならない。ただし、§230.502 第(c)項及び第(d)項は、次のいずれかの場合に

該当するときには、§230.504 に基づく証券の募集及び売付けについては適用しな

い。 

  (i) 当該募集及び売付けが、証券の登録について規定し、かつ、売付け前の十分

な開示資料の公式届出及び投資者への提供を要求する一又は複数の州において

のみ行われる場合であって、かつ、当該州の規定に基づいて行われる場合 

  (ii) 当該募集及び売付けが、証券の登録又は売付け前の開示資料の公式届出若し

くは提供についての規定が存在しない一又は複数の州において行われる場合で

あって、当該証券が、当該登録並びに売付け前の公式届出及び提供についての規

定が存在する少なくとも一の州において登録されており、募集及び売付けが当該

州において当該規定に基づいて行われており、かつ開示資料が全ての買付者（当

該規定のない州に居住する者を含む。）に対して売付けより前に提供されている

場合 

  (iii) 州法による登録の適用除外であって、§230.501 第(a)項に定義する「適格

投資家」に対してのみ売付けを行う場合に限って一般的勧誘及び一般的広告を認

めるものに基づいてのみ、当該§230.504 に基づく証券の募集及び売付けが行わ

れる場合 

(2) §230.504 に基づく証券の募集に係る募集総額（§230.501 第(c)項に定義する

ものをいう。）は、百万ドルから、§230.504 に基づく証券の募集の開始の前 12 ヶ

月以内及び当該募集の期間中に、法第 3 条第(b)項に基づく適用除外により又は第

5 条第(a)項に違反して売り付けられた全ての証券に係る募集総額を除いた金額を

超えてはならない。 
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1933 年証券法・ＳＥＣ規制（仮訳） 

§230.502 一般的条件 

レギュレーション D（本章§230.500 以下）に基づいて行われる募集及び売付けについ

ては、以下の条件を満たさなければならない。 

(a)、(b) （略） 

(c) 募集方法についての制限。 §230.504 第(b)項(1)に掲げる場合を除き、発行者

又は発行者のために行動する者のいずれも、いかなる形の一般的勧誘又は一般的広告

（次に掲げるものを含むが、これに限られない。）による証券の募集又は売付けもし

てはならない。ただし、§230.135c に則った発行者による通知の公表、又は、フォ

ーム D（17CFR239.500）による発行者による SECに対する売付けの通知の届出であっ

て発行者が当該フォームの要件を遵守するための誠実かつ合理的な努力を行ったも

のは本セクションにいう一般的勧誘又は一般的広告に該当しないものとみなす。また、

§230.135e の要件が満たされる場合には、あらゆるジャーナリストに対し、米国外

で行われる記者会見、米国外で行われる発行者若しくは売付けに係る証券の保有者の

代表者との会議又は米国外で発表されたプレス向け文書であって、現在のまたは提案

されている証券の募集について言及されているものへのアクセスを提供することは、

本セクションにいう一般的勧誘又は一般的広告に該当しないものとみなす。 

(1) あらゆる新聞、雑誌若しくは類似の媒体に掲載されるか、又は、テレビジョン

若しくはラジオにより放送された、あらゆる広告、記事、告知又はその他のコミュ

ニケーション 

(2) あらゆるセミナー又は会議であって、その参加者が一般的勧誘又は一般的広告

によって招待されたもの 

(d) （略） 
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